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Ⅱ　事業編
１　結婚の望みをかなえるために　－社会全体で結婚したい男女を応援します－　
（１）結婚を社会全体で支援する取組の推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①結婚に
関する気
運の醸成

あおもり出会
い・結婚応援
事業

県

結婚・出産・子育てに前向きになれるよう、
社会全体で結婚を応援する気運を醸成す
るため、テレビCMやポスター等を利用
した啓発活動を実施する。

― ― ― 6,421 
こども
みらい
課

②男女の
出会いに
つながる
サポート
体制の充
実

あおもり出会
い・結婚応援
事業

県

結婚を希望する独身男女の出会いの場づ
くり支援、地域や職域を超えた広域的な
結婚支援推進のための関係機関のネット
ワーク形成を図る。

― ― ― 8,170 
こども
みらい
課

（２）結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援の推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①結婚か
ら子育て
の総合的
な取組の
推進

青森県子ども家
庭支援センター
事業

県

結婚・妊娠・出産・育児に関する相談支
援や情報提供を行うとともに、子育て支
援活動に携わる人財育成や意識啓発のた
めの各種イベントなどを行う。【県子ども
家庭支援センター指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

こども
みらい
課

66



Ⅱ　

事
業
編

２　安心して子どもを産むために　－妊娠・出産を応援します－　

（１）母性及び子どもの健康の確保・増進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①妊産婦・
乳幼児に
関する保
健の充実

妊産婦情報共
有システム構
築事業

県

安全な妊娠、出産環境を構築し、子ども
の健全な育成に資するため、医療と保健
の連携体制の一層の充実強化を図ること
により、妊娠初期から産褥期まで、妊産
婦及びその家族に対し一貫した支援を行
う。

― ― ― 875
こども
みらい
課

妊娠・出産・子
育て情報機能
強化事業

県

周産期死亡率を低減するため、妊産婦に
健康管理に関する各種情報を提供して早
産を予防し、低体重児の出生の減少を目
指す。妊婦とその夫に対し妊娠週数に応
じた情報を、月１回携帯電話へメール配
信する。

― ― ― 2,077
こども
みらい
課

乳幼児はつらつ
育成事業費補
助

県

子育てにかかる経済的負担感の軽減を図
り、身体、知能、情操の発達に関して重
要な乳幼児期のすべての年齢階層の健康
の保持増進及び出生育児環境の整備を進
めることを目的に、市町村が行なう乳幼
児医療費給付事業に対して助成を行う。

― ― ― 634,493
こども
みらい
課

妊娠期からのマ
ザーサポート推
進事業費補助

県

安心して出産できる環境づくりを推進し、
児童虐待を防止するため、妊娠に関する
問題を抱える母親に対し、地域の産科医
療機関や市町村等との連携による相談援
助活動を行う。

― ― ― 5,905
こども
みらい
課

親子すくすくス
キンシップ事業 県

子育ての喜びや楽しさを引き出し、親子
のスキンシップを図るための遊びを中心
としたワークショップを行う。【県子ども
家庭支援センター指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

こども
みらい
課

②学童期・
思春期か
ら成人期
に向けた
保健対策
の充実

薬物乱用防止
普及啓発・相談
事業

県

中・高校生の若い世代に対して薬物乱用
の恐ろしさを認識してもらうため、薬物
乱用防止教室等を開催し、薬物乱用防止
普及啓発活動の推進を図る。

薬物乱用
防止教室
講師派遣
件数

65回 
（H25）

65回 
（H31） 1,276 医療薬務課

未 成 年 者喫
煙等実態調査
（H27実施予定）

県 小・中・高校生の喫煙・飲酒等の実態を
把握する調査を行う。 ― ― ― 1,794 

がん・生
活習慣
病対策
課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②学童期・
思春期か
ら成人期
に向けた
保健対策
の充実

精神保健福祉
センター特定相
談（思春期精
神保健に関する
相談指導）

県

思春期精神保健に関する知識の普及や相
談指導等総合的な対策を実施することに
より、精神発達の途上にある者の精神的
健康の保持増進及び適応障害の予防と早
期発見を図る。

― ― ― 1,438 障害福
祉課

下北地域健康
なまちづくり事
業（健康アップ
体制推進事業）

県
フォーラム等により健康づくりの気運醸
成を行うとともに、小児肥満の原因を探
るための地域ケアシステムの構築を行う。

― ― ― 3,168 むつ保
健所

下北地域健康
なまちづくり事
業（おいしい＆
ヘルシースマー
ト下北事業）

県産業
技術セ
ンター

子ども向けの中間素材及び中食の開発、
ヘルシーな伝統料理や季節料理の開発を
行う。

― ― ― 3,078 むつ保
健所

下北地域健康
なまちづくり事
業（下北の子ど
もと家庭のヘル
スアップ事業）

県

参観日等における健康教室への講師派遣、
若者・高校生を対象とした未来の下北ヘ
ルシーなご飯レシピコンテストを開催す
る。

― ― ― 2,473
下北教
育事務
所

薬物乱用防止
教室推進事業 県

児童生徒、教職員等に対する薬物に対す
る正しい知識の普及啓発や薬物乱用防止
教育の一層の充実を図るため、薬物乱用
防止教育の研修を行い、指導者の資質向
上を図る。

研修会参
加者数

376人
（H25）
447人
（H26）

200人
（H27） 未定

教育庁
スポー
ツ健康
課

学校保健総合
支援事業 県

学校保健に関する課題解決のため、地域
の実情を踏まえた医療機関等との連携な
ど、課題解決に向けた計画の策定、それ
に基づく具体的な取組に対して支援を行
うなど、子どもの現代的な健康課題に対
応するための体制づくりを推進する。
また、学校における適切な性教育が実施
されるよう、教職員等の指導者を対象に
研修会を開催し実践的な取組を支援する。

研 修 会
参加者数

188人
（H24）
90人
（H25）
61人
（Ｈ 26）

１00人
（H27）

747
教育庁
スポー
ツ健康
課

専門医等
の派遣回
数

4回
（H24）
4回

（H25）
0回

（H26）

3回
（H27）

参加者数

172人
（H25）
150人
（H26）

100人
（H27）

いきいき青森っ
子健康づくり事
業

県

健康教育調査研究協議会を設置し、児童
生徒の健康に関する実態調査等を行い、
健康教育のあり方、進め方等について協
議する。
また、健康教育実践研究校を小・中・高
等学校それぞれ３校、計９校（２年間）
を設置し、健康課題解決のため家庭や地
域と連携しながら発達段階に応じた具体
的な指導内容・指導法について研究する。

学校保健
委員会設
置率

小学校
85.7%
中学校
77.3%
高等学校
100%
特別支
援学校
73.7%
（H26）

小学校
95.0%
中学校
85.0%
高等学校
100.0%
特別支援
学校
80.0%
（H28）

2,290

教育庁
スポー
ツ健康
課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

③食育の
推進

次代へつなげ
るあおもり食育
県民運動充実
事業

県

子どもたちをはじめ、広く県民に対して
食育を普及啓発し、県民一人ひとりが生
涯をとおして健康で活力ある「くらし」
の実現を図る。
①青森県食育推進会議の開催
②食育指導者養成研修会の開催
③食事バランスガイド等の普及啓発
④食育に取り組む団体・市町村等への支
援

市町村食育
推進計画の
策定率

97.5%
（H25）

100%
（H27）

6,052

食の安
全・安
心推進
課

食事バラン
スガイド等
を参考に食
生活を送る
県民の割合

80.1%
（H25）

80%
（H27）

④周産期・
小児医療
の充実

周産期医療シ
ステム運営事
業

県

①総合周産期母子医療センターと地域の
中核的な周産期医療施設とのネットワー
ク化を図り、全ての妊婦、新生児が適切
な医療を受けることのできる環境を整備
する。
②周産期医療向上のため、周産期医療従
事者の資質向上及び人材育成を図る。
③周産期医療向上のため、周産期医療に
関する調査研究を推進する。
これらにより、乳児死亡、周産期死亡等
の改善を図る。

― ― ― 6,752 医療薬
務課

周産期母子医
療センター運営
費補助

県 周産期母子医療センターの円滑な運営の
ため、運営費の補助を行う。 ― ― ― 45,738 医療薬務課

総合周産期母
子医療センター
ドクターカー整
備運営事業

県

総合周産期母子医療センターの限られた
病床を効果的に利用するため、同センター
に配備されたドクターカーの運用経費を
負担し、周産期死亡率等の改善を図る。

― ― ― 2,138 医療薬
務課

周産期専門医
確保対策事業 県 弘前大学医学部等に対し、産科医等の増

加を図るための研究委託及び補助を行う。 ― ― ― 30,000 医療薬務課

産科医確保支
援事業 県

産科を有し、分娩を取り扱った医師に分
娩手当を支給している医療機関に対し、
その一部を補助することにより、産科医
の処遇改善を図る。

― ― ― 28,038 医療薬務課

新生児医療担
当医確保支援
事業

県

産科を有し、分娩を取り扱った新生児医
療担当医に手当を支給している医療機関
に対し、その一部を補助することにより、
新生児医療担当医の処遇改善を図る。

― ― ― 673 医療薬
務課

小児医療対策
協議会 県

県内の小児救急医療を含む小児医療体制
について、小児医療の専門家等で構成す
る協議会を設置し、協議・検討する。

協議会開催
回数

0回
（H25）

2回
（H27） 294 医療薬

務課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

④周産期・
小児医療
の充実

小児救急医療
支援実施事業
運営費補助

県 小児救急に関する二次輪番制に参加する
病院に対する運営費の補助を行う。

輪番制実
施圏域数

1圏域 
（H25）

1圏域 
（H31） 5,526 医療薬

務課

小児救急電話
相談事業 県

保護者の不安解消と小児救急医療体制の
補完を目的として、小児救急医療電話相
談を実施する。

― ― ― 8,347 医療薬
務課

⑤小児慢
性特定疾
病対策の
推進

小児慢性特定
疾患対策費 県

小児がんなどの小児慢性特定疾病は、そ
の治療が長期にわたり、医療費の負担も
高額となり、これを放置することは児童
の健全な育成を阻害することとなるため、
患者家庭の医療費の負担軽減等を行う。

― ― ― 239,708
こども
みらい
課

慢性疾患児地
域支援事業 県

慢性疾患を抱える児童及びその家族の負
担軽減及び長期療養をしている子どもの
自立や成長支援について、地域の社会資
源を活用するとともに利用者の環境等に
応じた支援を行うため、地域の関係者に
より必要な支援等について協議する。

協議会開
催回数

0回 
（H26新
規）

年1回 
（H31） 243

こども
みらい
課

小児慢性特定
疾病児童等自
立支援事業

県

慢性的な疾病にかかっていることにより、
長期にわたり療養を必要とする児童等の
健全育成及び自立促進を図るため、小児
慢性特定疾病児童等及びその家族からの
相談に応じ、必要な情報の提供及び助言
を行うとともに、関係機関との連絡調整
その他の事業を行う。

― ― ― 1,389
こども
みらい
課

⑥不妊に
悩む方に
対する支
援の充実

不妊相談事業
（不妊専門相談
センター・女性
健康支援セン
ター）

県

少子化の一因として、不妊対策の遅れが
挙げられていることから、不妊に悩む男
女に不妊治療等に関する正しい知識や最
新の治療情報を紹介するため、専門機関
による不妊治療等の相談体制を整備する。

― ― ― 1,787
こども
みらい
課

特定不妊治療
費助成事業費
補助

県

県が指定する医療機関で特定不妊治療を
受けた夫婦に対し、１回当たり１５万円
（又は７．５万円）を限度に治療開始時の
妻の年齢に応じて助成する。

― ― ― 136,267
こども
みらい
課
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３　安心して子どもを育てるために　－社会全体で子育て支援を推進します－

（１）幼児期の教育・保育等の推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

④ 教 育・
保育等の
従事者の
確保及び
資質の向
上

三ツ星保育支
援センター運営
事業費

県

保育所等としての活用を希望する物件を
公募し保育事業者とのマッチングを行う
とともに、保育士の質を高めるための研
修の実施及び保育人財バンクの設置を行
う。また潜在保育士の就職・活用支援、
勤務する保育士の相談支援を行う。

― ― ― 21,151
こども
みらい
課

幼稚園教育課
程理解推進事
業

国、県

幼稚園における教育から小学校における
教育へ円滑に移行できるよう、幼稚園の
教育課程の編成、幼稚園の運営・管理、
保育技術等に関する専門的な講義、研究
協議を行うことにより、幼稚園教育の振
興、充実を図る。

参加者数 320人
（H26）

270人
（H31） ―

教育庁
学校教
育課

⑤地域子
ども・子育
て支援事
業に関す
る提供体
制の確保

地域子育て支
援拠点事業（地
域子ども・子育
て支援事業費
補助）

市町村
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行
う場所を開設し、子育てについての相談、
情報の提供、助言その他の援助を行う。

実施箇所
数

100か所
（H25）

111か所
（H31ま
で）

196,259
こども
みらい
課

一時預かり事業
（地域子ども・子
育て支援事業
費補助）

市町村

家庭において保育を受けることが一時的
に困難となった乳幼児について、主とし
て昼間に、保育所等において、一時的に
預かり、必要な保護を行う。

利用延人
員

53,660人
（H25）

82,048人
（H31ま
で）

98,192
こども
みらい
課

子育て短期支
援事業（地域
子ども・子育て
支援事業費補
助）

市町村

保護者の疾病等の理由により家庭におい
て養育を受けることが一時的に困難と
なった児童について、児童養護施設等に
入所させ、必要な保護を行う。

利用延人
員

377人
（H25）

2,385人
（H31ま
で）

252
こども
みらい
課

病児・病後児保
育対策事業費
補助

市町村

保育所等に通所中の児童が病気で集団保
育の困難な期間に、保育所や病院等に付
設された専用スペースにおいて一時的に
児童を預かることにより、子育てと就労
の両立を支援する。

利用延人
員

6,544人
（H25）

19,521人
（H31ま
で） 102,521

こども
みらい
課

延長保育促進
事業費補助 市町村

保護者の就労形態の多様化に伴う早朝、
夕刻の保育ニーズに対応することにより、
児童の福祉の増進を図る。

利用実人
員

15,873人
（H25）

17,463人
（H31ま
で）

301,290
こども
みらい
課

利用者支援事
業（地域子ども・
子育て支援事
業費補助）

市町村

子ども又はその保護者の身近な場所で、
教育・保育施設や地域の子育て支援事業
等の情報提供や必要に応じて相談・助言
等を行うとともに、関係機関との連携調
整等を実施する。

実施箇所
数

0か所
（H25）

22か所
（H31ま
で）

4,002
こども
みらい
課

71



Ⅱ　

事
業
編

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

⑤地域子
ども・子育
て支援事
業に関す
る提供体
制の確保

ファミリー・サ
ポート・センター
事業（子育て
援助活動支援
事業）

市町村

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て
中の保護者を会員として、児童の預かり
等の援助を受けることを希望する者と当
該援助を行うことを希望する者との相互
援助活動に関する連絡、調整を行う。

利用延人
員

10,326
人

（H25）

7,766 人
（H3ま
で）

8,150
こども
みらい
課

（２）放課後子ども総合プランの推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①放課後
児童クラ
ブ及び放
課後子供
教室の一
体的運営
の推進

放課後子ども
教室推進事業 市町村

学校の余裕教室等を活用し、地域住民な
ど様々な人材の協力を得て、放課後等に
全ての子どもを対象とした学習支援や多
様なプログラムを実施する。

実施箇所
数（中核
市を除く。）

86か所
（H26）

92か所
（H31）

51,020
教育庁
生涯学
習課

放課後子ども
教室推進事業 県

放課後児童クラブ及び放課後子ども教室
関係者等を対象に、地域の実情に応じた
指導員研修を実施する。

実施回数 13回
（Ｈ26）

13回
（Ｈ31）

放課後子ども総合プランの推進にあたり、
子どもたちの総合的な放課後対策の在り
方を検討する推進委員会と実施主体であ
る市町村の担当者を一堂に会した連絡会
議を教育委員会と福祉部局が連携して実
施する。

開催回数 4回
（Ｈ 26）

4回
（Ｈ 31）

放課後児童健
全育成事業費
補助

市町村

保護者が労働等により昼間家庭にいない
小学校に就学している児童に対し、授業
の終了後に小学校の余裕教室、児童館等
を利用して適切な遊び及び生活の場を与
えて、その健全な育成を図る。

登録児童
数

11,110
人

（H26）

14,994
人

（H31ま
で）

646,622
こども
みらい
課

（３）地域における子育て支援サービスの充実

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①地域に
おける子
育て支援
の総合的
な推進

青森県子ども
家庭支援セン
ター事業
（再掲１（２）①）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） （指定管
理業務）

こども
みらい
課

ほのぼのコミュ
ニティ21推進
事業費

市町村

住民ボランティア、民生委員・児童委員、
民間事業者の協力等によるさまざまな見
守り活動を広範かつ重層的に活用し、高
齢者や障害者をはじめ、誰もが共に支え
合い、住み慣れた地域の中で、安心して
暮らせるような地域福祉社会を構築する。

見守り活
動実施市
町村数

40市
町村

（H25）

40市
町村

（H31）
12,221

健康福
祉政策
課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②子育て
の経済的
負担の軽
減

子育て支援プレ
ミアム商品券発
行事業費

県

子どもが誕生した家庭等に対し、プレミ
アム付き商品券を販売することにより、
子育て期における経済的支援を行うとと
もに、消費喚起と商店街や商業の活性化
につなげ、社会全体で子育てを支援する
気運の醸成を図る。

― ― ― 105,100
こども
みらい
課

乳幼児はつらつ
育成事業費補
助
（再掲２（１）①）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲）634,493
こども
みらい
課

あおもり子育て
応援わくわく店
及びわくわく商
店街事業

県

地域・社会全体で子育てを支え合う環境
づくりの推進のため、店舗等の協力を得
て子育て世帯等に対し割引等の優待制度
を実施する。【県子ども家庭支援センター
指定管理業務】

わくわく店
登録数

1,441件
（H25）

1,700 件
（H31）

（指定管
理業務）

こども
みらい
課

③子育て
に関する
学習機会・
情報提供
の充実

妊娠・出産・子
育て情報機能
強化事業
（再掲２（１）①）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 2,077
こども
みらい
課

親子に優しい街
マップ管理運用
事業

県

親子が県内の子育て支援サービスやあお
もり子育て応援わくわく店サービスを利
用して、安心して子育てができるよう、
親子に優しい街マップにより情報提供を
行う。【県子ども家庭支援センター指定管
理業務】

アクセス件
数

6,226件
（H25）

7,000 件
（H31）

（指定管
理業務）

こども
みらい
課

④子育て
支援ネッ
トワーク化
推進

子育て団体活
動支援事業 県

子育てサークルや子育て支援団体が、子
育てに関わる学習会等を行う際に講師を
派遣する。【県子ども家庭支援センター指
定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

こども
みらい
課

子育て支援関
係者育成事業 県

地域における子育て支援拠点の基盤づく
りの強化を図るため、関係者の資質向上
のための研修及び連携強化のための情報
交換を実施する。【県子ども家庭支援セン
ター指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

こども
みらい
課

子育て広場開
催事業 県

社会全体で子育てをすることの重要性を
学ぶとともに、子育て関連団体に交流の
機会を提供し、ネットワークづくりを推
進するための事業を開催する。【県子ども
家庭支援センター指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

こども
みらい
課

（４）仕事と生活の調和（ワーク･ライフ・バランス）実現のための働き方の見直し

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①ワーク・
ライフ・バ
ランスの
推進

勤労女性講座 県

企業の人事、労務担当者及び労働者をは
じめとして、広く一般県民が職業生活と
家庭生活の両立について理解を深めるこ
とにより、働く女性の福祉の向上を図る。

開催数 3回
（H26）

3回
（H27） 162

労政・
能力開
発課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①ワーク・
ライフ・バ
ランスの
推進

いきいき男女共
同参画社会づく
り事業

県

男女がともに働きやすい職場づくりに取
り組む企業等を表彰する。また、受賞企
業等の取組について事例集を作成し、啓
発を図る。

― ― ― 268

青少年
・男女
共同参
画課

子育て女性の
就職応援事業
（H27 新規重
点）

県

　出産・育児等を機に退職した女性等の
再就職を支援するとともに、企業に対し
て出産・育児期の継続就業の制度化や出
産・育児を理由とする離職者の受入れを
促進する。

― ― ― 17,046 
労政・
能力開
発課

あおもり女性
の活躍ステッ
プアップ事業
（H27新規重
点）

県
女性の活躍を推進するための基盤となる
働き方改革を柱としたワーク・ライフ・
バランスの推進を、企業等に働きかける。

― ― ― 4,643

青少年
・男女
共同参
画課

②育児休
業取得へ
の意識啓
発の推進

育児・介護休
業者生活安定
資金融資制度

県

育児・介護休業制度の導入及び利用を促
進し、県内労働者の仕事と家庭生活の両
立を支援するため、育児休業した場合、
生活に必要な資金を低利で融資する。

融資件数 0件
（H25）

6件
（Ｈ 27） 2,017

労政・
能力開
発課

③ 家 事・
育児等の
家庭生活
における
男女共同
参画の推
進

パートナーセ
ッション 県

男女がともに男女共同参画推進の必要性
を理解し、家事・育児・介護など家庭生
活に男女が対等なパートナーとして参画
していくため、講演会等を開催し、一般
県民向けに啓発を図る。　【県男女共同参
画センター指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

青少年
・男女
共同参
画課

④農山漁
村におけ
る仕事と
子育てが
両立でき
る環境づ
くりの推進

未来につなぐ
青森農業普及
活動推進事業
（農山漁村女性
リーダー育成
普及活動）

県

農山漁村地域における男女共同参画社会
の形成に向け、女性の経営参画の拡大や
女性リーダーの育成を目的に、各種セミ
ナーや情報交換会の開催、女性リーダー
の認定を行う。

家族経営
協定締結
農家数

1,179
戸

（H25）

1,200
戸

（H28）
1,472

農林水
産政策
課
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４　特に支援が必要な子どもが健やかに育つように
　　　　－様々な環境にある子どもや家庭を支援します－

（１）子どもへの虐待防止対策の充実

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①児童相
談所の機
能強化

児童相談所虐
待対応強化研
修事業

県 児童相談所職員の専門性向上のために研
修を実施し、研修へ派遣する。 ― ― ― 5,297

こども
みらい
課

一時保護機能
充実強化事業 県 一時保護所に心理職員、学習指導員を配

置し、一時保護児童のケアを充実させる。

心理職員・
学習指導
員数

心理職員
1名

学習指導
員1名
（H26）

心理職員
1名

学習指導
員1名
（H31）

3,223
こども
みらい
課

児童相談所法
律相談事業 県

児童虐待相談等で法的対応が必要な場合
に備え、協力弁護士を確保し、必要な場
合は協力弁護士に相談し、適切な対応を
行う。

協力弁護
士人数

2名
（H26）

2名
（H31） 126

こども
みらい
課

②市町村
や関係機
関の相談
体制整備
及び連携
の推進

児童虐待防止
対応力アップ事
業

県

市町村要保護児童対策地域協議会の更な
る活性化と、地域で子どもに関わる関係
機関職員（保健師、保育士）の支援の向
上を図る。また、施設職員の処遇力を向
上させ被措置児童等虐待を防止する研修
を実施する

― ― ― 5,667
こども
みらい
課

子ども虐待防止
対策関連事業
費 県

保護児童への総合的対策を検討する要保
護児童対策地域協議会を開催、また関係
機関への要保護児童対策の周知と資質の
向上を図るための研修会を開催し、体制
整備並びに虐待未然防止に取り組む機運
の醸成を図る

― ― ― 583
こども
みらい
課

児童虐待防止
対策 県

児童虐待事件に関して、虐待の早期発見
と適切な事件化を図るとともに、関係機
関との連携強化を推進する。

― ― ― ―
警察本
部
少年課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

③子ども
への虐待
に対する
心のケア・
治療体制
の充実

児童相談所カ
ウンセリング強
化事業

県

児童虐待を行う保護者には、自身の被虐
待体験等による心の問題を抱えている場
合が多いため、精神科医の協力を得て、
保護者等へのカウンセリングを効果的に
行う。

― ― ― 699
こども
みらい
課

被虐待児フォ
ローアップ事業 県 被虐待児に対する心理治療の実施及び、

保護者や施設職員に対する援助を行う。 ― ― ― 580
こども
みらい
課

スクールカウン
セラー配置・派
遣事業

県

学校における教育相談体制の充実や教員
の資質向上を図るため、臨床心理に関し
て高度に専門的な知識及び経験を有する
者等をスクールカウンセラーとして配置
し、児童生徒の抱える諸問題に対応する。

中学校配置
率

56.4％
（H26）

70%
（H31） 74,888 

教育庁
学校教
育課

いじめ防止対
策推進事業 県

いじめ防止体制の強化に向けたネット
ワークの構築及び連携強化を図るため、
協議会の設置やいじめ予防に関する取組
事例などの普及を行うとともに、スクー
ルソーシャルワーカー及びソーシャルメ
ディア等監視員を配置する。

スクール
ソーシャル
ワーカー配
置人数

9人
（H26）

18人
（H27） 17,551 

教育庁
学校教
育課

（２）様々な環境にある子どもや家庭へのきめ細かな取組の推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①社会的
養護を必
要とする
子ども等
に対する
施策の充
実

里親支援機関事
業 県

里親制度の普及啓発、里親の資質向上を
図るための研修や里親に対する相談・援
助など、里親支援を総合的に実施する。

里親等委託
率

20.5%
（H25）

23.4％
（H31） 4,368

こども
みらい
課

生活困窮者自立
支援事業
（子どもの学習
支援事業）

県

生活困窮世帯及び生活保護世帯の小・中
学生を対象に町村毎に学習会を実施する
ことで、安心して学習できる居場所を提
供し、学力の向上を図る。

生活保護世
帯の子供の
高校進学率

89.9%
（H25）

90.8%
（H28） 4,428 

健康福
祉政策
課

児童虐待防止
対応力アップ
事業
（再掲４（１）②）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 5,667
こども
みらい
課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①社会的
養護を必
要とする
子ども等
に対する
施策の充
実

児童福祉施設
入所児童等自
立能力強化事
業費補助

県
児童養護施設等入所児童が普通自動車運
転免許の取得及び大学等への進学の際に
要する経費を補助し、自立能力の強化を
図る。

― ― ― 3,800
こども
みらい
課

②ひとり
親家庭に
対する支
援の充実

ひとり親家庭等
日常生活支援事
業

県

母子家庭の母等が、就学等の自立促進に
必要な事由や疾病等の社会的理由により、
一時的な傷病のため日常生活を営むのに
支障がある世帯、若しくは父子家庭となっ
て間がなく、生活が安定するまでの世帯
に対して支援員を派遣し、必要な介護、
保育等を行わせ、母子家庭、寡婦及び父
子家庭の福祉の増進を図る。

派遣回数 27回
（H25）

53回
（H31） 325

こども
みらい
課

母子家庭等自
立支援給付金
事業

県

就業経験が乏しく、技能も十分ではない
母子家庭の母及び父子家庭の父の能力開
発及び雇用の安定化を図り、ひとり親家
庭の自立を促進する。
①自立支援教育訓練給付費補助事業
②高等職業訓練促進給付費等補助事業

給付件数 ９件
（H25）

11件
（H31） 10,922

こども
みらい
課

母子家庭等就
業・自立支援セ
ンター事業

県

母子家庭の母等の家庭の状況、職業適性、
就業経験等に応じ、適切な助言を行う就
業相談の実施、習熟度に応じ段階的に実
施する就業に結びつきやすい就業支援講
習、公共職業安定所等職業紹介機関と連
携した就業情報の提供など一貫した就業
支援サービスを提供し、母子家庭の母等
への就業の支援を行う。
①就業支援講習会事業　
②就業情報提供事業
③母子相談事業

就業支援
講習会受
講者数

56人
（H25）

61人
（H31） 10,383 

こども
みらい
課

ひとり親家庭児
童等「サポート
ゼミ」開催事業

県
ひとり親家庭の児童等の学習や進学に対
する意欲の喚起を図るため、学習支援の
あり方を検討するとともに、学習講習会
を実施する。

― ― ― 4,850 
こども
みらい
課

高等学校卒業
程度認定試験
合格支援事業
費補助

県

高校を卒業していないひとり親家庭の親
が、より良い条件での就職や転職に向け
た可能性を広げるため、高等学校卒業程
度認定試験に合格するため受講する講座
の費用の一部を支給する。

給付件数 ― ２件 300
こども
みらい
課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②ひとり
親家庭に
対する支
援の充実

母子父子寡婦
福祉資金貸付
金

県
母子家庭、父子家庭及び寡婦の経済的自
立と生活意欲の助長を図るため、必要な
資金の貸付を行う。

貸付件数 663件 
（H25）

729件 
（H31） 400,851

こども
みらい
課

ひとり親家庭自
立支援プログラ
ム策定事業

県
児童扶養手当受給者等に対して、自立に
向け自立支援プログラムを策定し、ハロー
ワークと連携し就労支援する。

プログラム
策定数

4件 
（H25）

6件 
（H31） 55

こども
みらい
課

（３）障害のある子どもへの支援の充実

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①特別支
援教育の
充実

私立幼稚園特
別支援教育費
補助

県

幼児の就園を促進し、心身に障害を有す
る園児が、障害に応じた適切な教育をう
けることができる教育環境を形成するた
め、障害児を受け入れる私立幼稚園を支
援する。

― ― ― 58,408 総務学事課

免許法認定講
習 県

特別支援学校における特別支援学校教諭
免許状の所持率を向上させるため、現職
教員に特別支援学校教諭一種又は二種免
許状取得に必要な単位を修得させるとと
もに資質の向上を図る。

開設科目、
修得単位

4科目
232単位
（H26）

4科目
360単位
（H31）

919
教育庁
教職員
課

特別支援教育
研修講座 県 特別支援教育担当教員の経験や課題等に

応じ、研修講座を実施する。

受講者の
目的達成
率

92.0%
（H26）

96%
（H31） 1,274 

教育庁
学校教
育課

特別支援教育
長期研修派遣
事業

県

学校や地区において、特別支援教育の指
導的立場に立つ教員の専門的知識や技能
の向上及び指導力の充実を図る。「（独）
国立特別支援教育総合研究所」が開催す
る専門研修及び研究協議会等に教員を派
遣する。

延べ派遣
者数
①特別支
援学校
②小中学
校

①9人
②5人
（H26）

① 60人 
② 28人
（H31）

1,743 
教育庁
学校教
育課

特別支援教育
相談事業 県

障害のある子どもやその保護者、教員を
対象に障害の理解、養育、就学、学習、
進路等に関する適切な助言や支援を行い、
悩みや問題状況の軽減・改善を図る。

相談の終
結率

70.0%
（H26）

80%
（H31） 1,484 

教育庁
学校教
育課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①特別支
援教育の
充実

特別支援教育
の推進 県

学習障害（LD）、注意欠陥／多動性障害
（ADHD）、高機能自閉症等を含めた特別
な教育的ニーズがある児童生徒の教育的
支援体制の整備を図る。

①校内委員
会設置率
②コーディ
ネーター指
名率
③個別の指
導計画作
成率
④個別の教
育支援計画
作成率

① 100%
② 100%
③85.0% 
④50.0%
（H26）

① 100%
② 100%
③ 90% 
④ 80%
（H31）

3,462 
教育庁
学校教
育課

特別支援学校
就職促進事業 県

特別支援学校高等部生徒の主体的な職業
意識や職業選択意識等を育成し、生徒及
び事業所等の相互理解を促進するととも
に、産業現場等における実習体験を円滑
に実施するための条件整備を図る。

一人当たり
のインター
ンシップ協
力事業所
数の割合

89.0%
（H26）

100%
（H31） 1,051 

教育庁
学校教
育課

②障害の
ある子ど
もに対す
る 相 談・
療育支援
の充実

障害児等療育
支援事業 県

在宅の重度心身障害児・者、知的障害児・
者、身体障害児の地域における生活を支
えるため、障害児・者施設の有する機能
を活用し、地域における療育機能の充実
を図る。

― ― ― 8,856 障害福
祉課

重度心身障害
者医療費助成
事業

市町村
重度心身障害児・者の健康の保持及び増
進並びに福祉の向上を図るため、医療費
を助成する。

実施市町村
率

100%
（H26）

100%
（H31） 879,303 障害福祉課

障害児施設措
置費・給付費 県

障害児入所施設における児童の入所後の
保護に必要な費用の負担を行うことによ
り、障害児の福祉の向上を図る。

― ― ― 733,723 障害福祉課

障害児通所措
置費・給付費 市町村

障害児通所支援に要する費用の負担を行
うことにより、障害児の福祉の向上を図
る。

事業所数

児童発達
支援24、
放課後等
デイ70
（H26）

児童発達
支援24、
放課後等
デイ70
（H31）

513,861 障害福祉課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②障害の
ある子ど
もに対す
る 相 談・
療育支援
の充実

発達障害者支
援センター運営
事業

県

発達障害児・者の支援に関わる人財の育
成や家族支援のための研修の開催及び支
援ニーズに対応するための実態調査を実
施する。

― ― ― 22,097 障害福祉課

発達障害者支
援体制促進事
業

県

市町村における発達障害支援に関わる人
財の育成や市町村の社会資源を活用した
支援システムを構築することにより、市
町村の早期相談体制の充実を図る。

― ― ― 5,490 障害福
祉課

補装具給付費 市町村

身体障害児が将来、社会人として独立・
自活するための素地を育成・助長するた
め、身体の欠損または失われた身体機能
を補完・代替することを目的に補装具費
を支給する。

― ― ― 100,232 障害福祉課

県立あすなろ
療育福祉セン
ター、県立さわ
らび療育福祉セ
ンター、県立は
まなす医療療育
センターの運営

県

肢体不自由児・重症心身障害児の治療、
指導等を行うとともに、あすなろ療育福
祉センターに設置した総合相談支援セン
ターにおいて総合的な相談に対応する。

― ― ― 1,915,714 障害福祉課

80



Ⅱ　

事
業
編

５　健やかに心豊かに育つように
　　　　－豊かな心、命を大切にする心を育む支援と健全育成を推進します－

（１）子どもの権利擁護の推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②子ども
の権利擁
護の普及
啓発

子どもの人権啓
発事業 県

子ども一人ひとりが尊重され、その権利
が保障される必要性を県民に周知するた
め、広報啓発活動を行う。

― ― ― 1,455
こども
みらい
課

（２）次代の親の育成の推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①思春期
性教育の
推進

性に関するセミ
ナー 県

児童生徒に、性に関する正しい判断力や
適切に選択する能力を身につけさせ、性
（命を育む）教育を展開するため、指導者
である教職員を対象とした研修会を開催
し、資質向上を図る。

研修会参
加者数

86人
（H25）
 103人
（H26）

110人
（H27） 32

教育庁
スポー
ツ健康
課

学校医（産婦
人科）の配置 県

県内６地区ごとに１名ずつ産婦人科医を
学校医として配置し、地区内の県立学校
の性に関する講演や相談に対応し、性に
関する指導の充実を図る。

講演回数

 71回
（H25）
 79 回
（H26）

80回
（H27） 1,001 

教育庁
スポー
ツ健康
課

②若年者
の就業意
識の醸成・
啓発活動
の推進

ジョブカフェあ
おもり運営・推
進事業

県

若年者の就職促進及び人財育成を図るた
め、「ジョブカフェあおもり（青森県若年
者就職支援センター）」を運営し、若年者
等に対し、職業に関する情報提供、キャ
リアカウンセリング、各種セミナー等の
総合的な支援サービスを提供する。

新規高卒
者の就職
率

99.4%
（Ｈ 25） 100%

（H31） 91,838
労政・
能力開
発課

若年者人材確
保・定着促進
強化事業

県

県外の大学等へ進学した優秀な人財確保
（Ｕターン）のため、県出身の大学生等に
対する就職支援を行うとともに、若年者
の早期離職防止のため、県内事業所に対
する職場定着支援や、高校・大学生等に
対する就労意識形成支援を行い、職場定
着促進を図る。

新規高卒
者の３年
後の離職
率の本県
と全国平
均との差

7.2%

本県
46.4%と
全国平均
39.2％
の差

（H22.3
月新規高
卒者の３
年後の離
職率）　

5.0%

（H24.3
月新規高
卒者の３
年後の離
職率の本
県と全国
平均との
差）

39,685
労政・
能力開
発課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②若年者
の就業意
識の醸成・
啓発活動
の推進

あおもりで「生
きる・働く」を
学ぶキャリア教
育実践事業
（再掲５（７）②）

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 9,369

教育庁
学校教
育課
生涯学
習課

高校生の就職
総合支援プロ
ジェクト事業

県

職業人として必要な能力や態度を育成す
るための講座・研修会等、高校生の就職
時における付加価値を高める取組や、県
外の求人を新規開拓の取組を行う。

実施校数

①キャリ
ア形成講
座等　
110講座
　37校
②介護員
養成講習
会　240
人

③高度資
格・先進
技能習得
研修 11
校 22 研
修　
④県外求
人開拓
ローラー
戦　見学
会10校
訪問 24
校

（H26）

① 110
講座　25
校

② 260
人

③ 20校
④見学会
12校　
訪問30
校

（H31）

47,224 
教育庁
学校教
育課

（３）子どもの生きる力、豊かな心の育みの支援

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①確かな
学力の向
上

あおもりで「生
きる・働く」を
学ぶキャリア教
育実践事業
（再掲５（７）②）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 9,369

教育庁
学校教
育課
生涯学
習課

学習状況調査 県

県内小・中学校の児童生徒を対象に、全
県的な規模で学習状況の調査を行い、学
習指導要領における各教科の目標や内容
の実現状況を把握し、学習指導上の課題
を明らかにするとともに、各学校が指導
の改善に活用することができるよう、全
体の結果と学習指導の改善の方向性を示
した資料を作成し、本県児童生徒の学力
向上に資する。

実施校数
小98.8%
中96.1%
（H26）

100%
（H31） 4,207 

教育庁
学校教
育課

進学力を高める
高校支援事業 県

大学進学率の更なる向上を図るため、高
校生の学力向上と教員の指導力向上等を
図るための各学校における特色ある取組
を実施する。

大学等進
学率

44.0%
（H26）

53.8%
（H31） 6,089 

教育庁
学校教
育課

82



Ⅱ　

事
業
編

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①確かな
学力の向
上

グローバルな志
の育成事業 県

社会の急激なグローバル化の中で、専門
的な分野を牽引していくグローバル人財
を育成するため、志の育成とコミュニケー
ションスキルの向上を連動させることに
より、より効果的にグローバル人財の育
成を図る。

イングリッ
シュキャン
プの参加
者数

県内 60人
県外 30人
（H26）

県内 60人
県外 31人
（H31） 

9,661 
教育庁
学校教
育課

あおもりっ子育
みプラン21 県

子どもたち一人一人を大切に一人一人が
輝く教育を推進し、きめ細かな学習指導
や生活指導を行うため、少人数学級編制
等の実施と複式学級の充実を図る。

効果率 100％
（Ｈ 26）

100％
（Ｈ 31） 749,591

教育庁
教職員
課

特別非常勤講
師配置事業 県

教員免許状を有しない社会人を、各教科
等の領域の一部に係る事項の授業を担当
する特別非常勤講師として配置する。

配置人員 71人
（Ｈ26）

70人
（Ｈ 31） 4,047

教育庁
教職員
課

②豊かな
心の育成

環境活動推進
事業 県

子どもたちの自主的な環境学習・活動を
支援するために平成７年度から環境省の
主導で全国で行われている「こどもエコ
クラブ事業」について、指導者研修会や
交流会を行うことにより、クラブ活動環
境の整備を図り、県内こどもエコクラブ
の活動を支援する。

クラブ会
員数

1,739人
（H26見
込）

1,900人
（H31） 205 環境政

策課

環境出前講座
実施事業 県

環境教育の担い手として育成した環境教
育専門員と地域のＮＰＯ法人と県との協
働により、小学校を対象とした環境出前
講座を実施する。

環境出前
講座実施
回数

77回
（H26見
込）

90回
（H27） 1,692 環境政

策課

青少年教育施
設主催事業 県

自然に親しむ態度や豊かな心を育てるこ
とを目的とし、自然の中で多様な体験活
動を行う。

主催事業
参加者数

11,407
人

（H25）

11,407
人

（Ｈ 31）
2,880

教育庁
生涯学
習課

仕事力養成推
進事業 県

高校生が社会・職業人として自立してい
くための仕事力を養成するため、高校 3
年間を通した系統的な職業指導プログラ
ムを実施する。

支援校数 35校
（H26）

51校
（H31） 3,624 

教育庁
学校教
育課

道徳教育研究
協議会 県

小・中学校における道徳教育の充実徹底
を期するため、道徳教育実施上の諸問題
を研究協議し、その解明を図り、教員の
実践的指導力の向上を図るとともに、道
徳教育を通して学校と保護者や地域住民
との交流を深め、相互の理解を図ること
により、学校及び地域社会における道徳
教育の一層の充実に資する。

開催地区
数

6地区
（H26）

6地区
（H31） 213 

教育庁
学校教
育課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②豊かな
心の育成

道徳教育地域
支援事業 国

学習指導要領の趣旨に基づいた道徳教育
の質の向上と本県の道徳教育の課題への
対応を図るため、文部科学省の支援を受
けながら、創意工夫を生かした実践的な
研究を行い、その結果得られた成果等を
県下小・中学校などに報告するなど、道
徳教育の充実に資する。

研究指定
校数

 1校
（H26）

2校
（H31） 1,612 

教育庁
学校教
育課

道徳の指導方
法等に関する教
師用資料配布

国

国が作成する改訂学習指導要領に基づき、
「特別の教科」（仮称）の趣旨やねらい及
び効果的な指導方法等について、具体的
な事例も含めて解説した教師用資料を配
布し、教員の指導力向上に資する。

配布実施 ― 100%
（H27） ―

教育庁
学校教
育課

私たちの道徳
配布 国

児童生徒が道徳的価値について自ら考え、
実際に行動できるようになることをねら
いに作成された「私たちの道徳」につい
ては、道徳の時間だけではなく、全教育
活動、家庭や地域においても活用し、道
徳教育の充実に資する。

配布実施

小：全学
年

中：全学
年

（H26）

小：１・
３・５年
（H29）
中：１年
（H30）

―
教育庁
学校教
育課

観光おもてなし
ブラッシュアッ
プ事業

県

北海道新幹線開業に向けて、小学生向け
リーフレットの配付や観光事業者向け実
践講座の開催等により、県を挙げておも
てなしの気運を高める。

― ― ― 25,214 観光企画課

③新しい
時代に対
応した教
育の推進

ユビキタス出前
授業開催 県

ユビキタスネット社会への理解を深める
ため、小学生を対象とした最先端のユビ
キタス技術を体験してもらう出前授業を
開催する。

参加者数 56人
（H26）

40人 /
年

（H31）
917

情報シ
ステム
課

オープンデータ
利活用人財育
成

県
オープンデータの読解力や応用力などの
情報リテラシーの向上のため、高校生を
対象としたアプリ開発講座を開催する。

参加者数 0人
（H26）

20人
（H28） 1,828

情報シ
ステム
課

外国青年招致
事業 県

諸外国との相互理解や国際化の促進に資
するため、外国語指導助手や国際交流員
を招致し、外国語教育の充実と地域レベ
ルの国際交流の進展を図る。

― ― ― 3,644 国際経
済課

ドリカム人づくり
推進事業 県

高校生の向上心や積極的に学ぶ意欲を育
むため、生徒が主体となり企画・活動を
行う特色ある学校づくり事業を実施する。

応募校数
推進校数

19校
/19校
（H26）

 16 校
/28校
（H31）

5,412 
教育庁
学校教
育課

高校生による震
災復興応援隊
事業

県

高校生及び特別支援学校高等部生徒によ
る被災者支援や交流等の震災復興支援活
動により、人とのつながりを大切にし、
自ら考え主体的に行動する、青森の未来
をつくる人財の育成を図る。

調査実施
校

8校
（H26）

8校
（H31） 5,055 

教育庁
学校教
育課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

④スポー
ツ・芸 術
文化活動
の振興

こども民俗芸能
大会 県

民俗芸能の保存・継承を図るため、子ど
もの民俗芸能大会を開催し、日ごろの練
習成果を公開してもらうとともに、後継
者の育成や郷土愛の醸成を図る。

― ― ― 3,159 文化財
保護課

芸術文化出前
教室開催事業 県

芸術文化出前教室を希望する県内の小・
中・高等学校や子ども会など、県民文化
祭に参加している芸術文化団体を派遣し、
普及指導活動を実施する。

実施分野数
実施箇所数

8分野
14箇所
（H26）

8分野
12箇所
（H31）

857 
県民生
活文化
課

メディア芸術（映
像芸術）を通じ
た子ども・若者
の芸術文化活
動支援事業

県

本県の子ども・若者の芸術文化への関心
と活動意欲を一層高めるため、近年、世
界中で関心が高まっているメディア芸術、
中でも、音楽、文学、演劇、美術など、
あらゆる芸術が融合した総合芸術である
「映像芸術（映画を含む）」を取り上げ、「あ
おもり映像フェスティバル」と題して、「こ
ども映画館」「こども映画教室」「映像ク
リエイション講座」の３つのプロジェク
トを実施する。

実施分野数
参加者数

3分野
113人
（H26）

3分野
100人
（H27）

5,521 
県民生
活文化
課

⑤健やか
な体の育
成

体力向上推進
事業 県

児童生徒が自ら進んで運動できる環境づ
くりを支援するため、子どもの体力向上
支援プログラムを市町村教育委員会や学
校に提供して、その普及を図るとともに、
実技講習会を行う。

新体力テス
ト全国平均
を上回る年
齢層数（小
学校～高校）

 1学年
（H22）
 4 年齢層
（H23）
 5 年齢層
（H24）
 6 年齢層
（H25）
5年齢層
（H26）

12年齢
層

（H31）
410

教育庁
スポー
ツ健康
課

青森っ子健康
ランウォーク推
進事業

県
学校生活の中で、ランニングやウォーキ
ングに取り組み、運動量の確保と体力向
上、そして運動の習慣化を目指す。

参加学校数 110校
（H26）

150校
（H27） 4,562 

教育庁
スポー
ツ健康
課

⑥信頼さ
れる学校
づくり

公立学校施設
耐震化事業

県、
市町村

①県立学校
　学校施設の耐震性を確保し、児童・生
徒の安全確保を図るため、耐震改修・補
強を実施する。
②市町村立小中学校
　学校施設の耐震性を確保し、児童・生
徒の安全確保を図るため、耐震化に要す
る経費の一部を国庫補助し、その促進を
図る。

― ― ―
2,350,023
（県立学校

分）

教育庁
学校施
設課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

⑥信頼さ
れる学校
づくり

学校安全教室
指導者研修会 県

学校内外において子どもの安全を脅かす
事件、自然災害や交通事故等が発生して
いることから、教職員や児童生徒の防犯、
防災、交通安全に対する意識の向上等を
図るため、防犯教室、防災教室、交通安
全教室の講師となる教職員等を対象とし
た研修会を実施する。

研修会開催
数

3回
（H25）
3回

（H26）

2回
（H27） 未定

教育庁
スポー
ツ健康
課

（４）少年非行や不登校などに対する対策の充実

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①不登校
やいじめ
などに対
する対策
の充実

スクールカウン
セラー配置事業
（再掲４（１）③）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 74,888 
教育庁
学校教
育課

ハートケアアド
バイザー
配置事業

県

いじめや不登校、問題行動など児童生徒
にかかわる様々な問題に適切に対応する
ため、電話相談や来所相談に当たるとと
もに、生徒指導上の問題をかかえる学校
等を訪問して、スクールカウンセラーや
教職員との連携などにより問題の早期解
決への支援を行う。

配置人数 2人
（H26）

2人
（H31） 2,970 

教育庁
学校教
育課

いじめ対策事
業 県

各市町村並びに各教育事務所生徒指導担
当指導主事に対し、本県のいじめ問題に
係る現状と課題を共通理解させるため、
会議を開催するとともに、いじめ問題の
相談に対応するために、電話相談、相談
機関の周知を図る。

会議開催
数

3回
（H26）

3回
（H31） 993 

教育庁
学校教
育課

24時間電話相
談事業 県

いじめ問題に悩む子どもや保護者等に対
して、24 時間体制で相談を受け付け、
助言を行うとともに、関係機関等と連絡
を取り合うことによって、いじめ問題へ
の早期対応を行う。

電話相談
員数

8人
（H26）

10人
（H31） 8,020 

教育庁
学校教
育課

②少年非
行等に対
する関係
機関との
ネットワー 
クづくりの
推進

青森県少年サ
ポートネットワー
クの構築

県

青森県青少年サポートネットワークは少
年の非行問題に関係する機関・団体が相
互に連携・協力して非行少年等の補導活
動並びに被害少年及びその家族等に対す
る立ち直り支援活動等を推進し、もって
少年の健全育成を図る。

関係機関
連絡会議
開催数

年1回
（H26）

年 1回
（H31） ―

警察本
部
少年課

少年補導協力
員等少年警察
ボランティア等
との連携した巡
回活動

県
少年補導協力員等少年警察ボランティア
等とＰＴＡ等の学校関係者が警察と連携
し、地域の巡回活動を実施する。

― ― ― ―
警察本
部
少年課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②少年非
行等に対
する関係
機関との
ネットワー 
クづくりの
推進

いじめ防止対
策推進事業
（再掲４（１）③）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 17,551 
教育庁
学校教
育課

いじめ防止対
策学 校実践
研究事業

県

いじめ問題に的確に対応するため、いじ
め防止の講習会を開催するとともに、６
地区の小・中学校各１校を研究指定校と
し実践研究などを行う。

研究指定
校

12校
（H26）

12校
（H27） 6,555 

教育庁
学校教
育課

いじめ防止対
策 学 校 支 援
事業

県
いじめ防止などのための対策を実効的に
行うため、県立学校に外部専門家や学校
関係者による組織を設置する。

いじめ防止
専門員配置
数

 84人
（H26）

 84 人
（H27） 759 

教育庁
学校教
育課

③被害に
遭った子
どもの保
護の推進

被害少年カウ
ンセリングアド
バイザー設置
事業

県

被害少年に対する、少年補導職員等によ
るカウンセリング等の継続的支援活動を
効果的に推進することを目的に、カウン
セリングアドバイザーとして臨床心理士
の専門家を委嘱する。

委嘱者数 １人
（H26）

1人
（H31） 526

警察本
部少年
課

 

（５）命を大切にする心を育む環境づく りの推進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①命を大
切にする
心を育む
県民運動
の推進

命を大切にす
る心を育む県
民運動推進事
業

県
推進
会議

子どもたちに「命を大切にする心」を育
んでいくため、「ひとつのいのち。みんな
のだいじないのち。」をキャッチフレーズ
に、学校、家庭、地域、企業等がそれぞ
れの立場で運動を推進する。

県民運動
推進会議
会員数

1,414
団体

（H25）

1,430
団体

（H31）
2,024

青少年・
女共同
参画課

（６）自然とふれあう体験交流の促進

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①自然環
境の保全
とふれあ
いの推進

白神山地ビジ
ターセンター管
理運営事業

県

世界自然遺産「白神山地」の保全・利用
と自然保護思想の普及啓発を図る拠点施
設である「白神山地ビジターセンター」
において、白神山地に係る自然環境情報
と自然との共生から生まれた地域文化を
来館者に対して広く紹介することにより
自然保護思想の普及を図るため、自然観
察会をはじめとする各種行事を開催する。
【白神山地ビジターセンター指定管理業
務】

行事開催
回数

19回
（H26）

19回
（H31）

（指定管
理業務）

自然保
護課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①自然環
境の保全
とふれあ
いの推進

十二湖エコ・ミ
ュージアムセン
ター管理運営
事業

県

津軽国定公園十二湖及びその周辺地域の
拠点施設である「十二湖エコ・ミュージ
アムセンター」において、当該地域にお
ける自然環境を紹介することにより自
然保護思想の普及を図るため、自然観察
会をはじめとする各種行事を開催する。
【十二湖エコ・ミュージアムセンター指定
管理業務】

行事開催回
数

9回
（H26）

9回
（H31）

（指定管
理業務）

自然保
護課

県立自然ふれあ
いセンター管理
運営事業

県

青森市浪岡にある県民の森梵珠山の拠点
施設である「県立自然ふれあいセンター」
において、自然とふれあう機会を提供し、
自然保護思想の普及を図るため、自然観
察会をはじめとした各種行事を開催する。
【県立自然ふれあいセンター指定管理業
務】

行事開催回
数

32回
（H26）

32回
（H31）

（ 指 定 管
理業務）

自然保
護課

地域と企業が
つながる森・里・
海づくり推進事
業

県
安全・安心な「水資源」の確保に向けた森・
里・海づくりなどの環境保全活動に次代
を担う子ども達の参加を促進する。

体験活動回
数

6回
（H26）

6回
（H27） 4,607

農林水
産政策
課

②都市と
農山漁村
との交流
の促進

グリーン・ツーリ
ズム新規需用
創出事業

県、
青森県
グリー
ン・ツー
リズム
受入協
議会

グリーン・ツーリズム客の拡大に向け、
学校や旅行エージェントの訪問、ガイド
ブックの作成等を行い、PR活動を強化
する。

農林漁家
民宿宿泊者
数

5,404人
（H25）

15,000人
（H30） 12,359 構造政策課

農家民宿等受
入態勢強化事
業

県
教育旅行生等の団体客を安定的に受け入
れる態勢を整備するため、農家民宿実践
者を発掘し、育成する。

農林漁家
民宿数

403か所
（H25）

480か所
（H30） 854 構造政

策課

③地域食
文化体験
活動の推
進

次代へつなげ
るあおもり食育
県民運動充実
事業
（再掲２（１）③）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 6,052

食の安
全・安
心推進
課

（７）学校・家庭・地域の連携強化による社会全体の教育力の向上

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①豊かな
つながり
の中での
家庭教育
支援の充
実

家庭教育支援
推進事業 県

家庭教育支援を推進するため、これまで
育成した支援者を活用して「家庭教育ア
ドバイザー」を派遣するなど、今日的課
題に対応した学習や取組を行う。

あおもり家
庭教育ア
ドバイザー
登録者

59人
（H26）

100人
（H29） 1,155

教育庁
生涯学
習課

絆でつながる
家庭教育支援
セミナー

県
地域課題を解決していけるような地域密
着型の家庭教育支援者を育成するために、
各市町村に出向いて支援者育成講座を行
う。

受講者延
べ数

233人
（Ｈ 26）

233人
（H27） 886

総合社
会教育
センター
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①豊かな
つながり
の中での
家庭教育
支援の充
実

家庭教育支援コ
ンテンツ制作事
業

県

子育てに関わる人々の抱える不安や悩み
を解消するため、家庭教育支援コンテン
ツを制作し、正しい子育て情報を普及さ
せる。

学習教材制
作数

コンテン
ツ10本
啓発教材
2本

（H26）

「学習教
材」一般
家庭向け
10本、
家庭教育
支援者向
け2本
（H27）

3,618

総合社
会教育
センタ
ー

家庭教育相談事
業 県

就学前児童から高校生の子を持つ親や家
族に対して、気軽に相談できる家庭教育
支援を目指し、過多になりがちな子育て
情報の中から、相談者に適切な情報を提
供し、子育て中の不安や悩みを払拭する
ことを目的として、寄り添い型の家庭教
育相談を行う。

― ― ― 410

総合社
会教育
センタ
ー

②地域の
教育力の
向上

あおもりで「生
きる・働く」を学
ぶキャリア教育
実践事業

県

学校・家庭・地域におけるキャリア教育
の充実をめざし、教育 CSR の普及啓発
や企業による教育支援プログラムの開発
支援、校種間の連携及び地域との連携を
融合した実践研究、地域産業による教育
委支援活動、教員に対するキャリア教育
研修等に取り組む。

企業等と連
携した教育
活動の仲介
実績

延べ
83校
（Ｈ 26）

延べ
90校
（H27）

9,369

教育庁
生涯学
習課
学校教
育課

郷土館の教育普
及事業（ミュー
ジアム探検隊）

県

土日祭日に、小・中学生（入館料は無料）
を対象に、郷土館の学芸員及び解説員の
指導により、展示室資料についてのクイ
ズを解きながら、郷土のことについて学
ぶ。【県立郷土館　指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

教育庁
文化財
保護課

郷土館の教育普
及事業（自然観
察会）

県

郷土館の自然分野担当学芸員の指導の下、
野山を歩きながら動物や植物などを観察
し、自然に親しむ。【県立郷土館　指定管
理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

教育庁
文化財
保護課

郷土館の教育普
及事業（夏休み
こどものくに）

県
夏休みの子どもたちを対象に、いろいろ
な物づくりや体験学習を行う。【県立郷土
館　指定管理業務】

― ― ― （指定管
理業務）

教育庁
文化財
保護課
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事
業
編

６　安全・安心な子育てをするために
　　　　－子どもが安全に生活できる環境づくりを支援します－z

（１）子どもの安全の確保

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①安全な
道路交通
環境の整
備

交通安全施設
等整備事業 県

通学路の緊急合同点検により要対策箇所
と位置付けられた通学路の整備を促進し、
安全・安心を確保する。

要対策箇所
の整備率

0%
（H25）

61.5%
（H29末） 1,805,000 道路課

交通安全施設
等整備事業 県

車両交通量及び横断歩行者が多く、かつ、
道路構造等により歩行者の安全が確保し
にくい交差点において、自動車と歩行者
の通行時間を区分する歩車分離信号の運
用を推進する。

歩車分離式
信号機整備
数累計

68基
（H26）

71基
（H31） 359

警察本
部
交通規
制課

交通安全施設
等整備事業 県

高齢者、身体障害者等の公共交通機関を
利用した移動の円滑化の促進に関する法
律に基づき、音の出る信号機の整備を推
進する。

視覚障害者
用付加装置
整備数累計

90基
（H26）

92基
（H31） 2,742

警察本
部
交通規
制課

②子ども
の交通安
全を確保
するため
の活動推
進

交通安全プロ
モーション事業 県

交通安全教育の啓発及び交通安全行動の
定着化を図るため、交通安全教材を配布
するとともに、交通安全推進地区の指定
により地域全体での交通安全教育を推進
する。

①推進地域
②交通安
全教室実
施校数（県
立高等学
校）

①1地域
②100%
（H25）
① 1地域
② 100%
（H26）

① 1地域
（H27）
② 100%
（74校）
（H27）

120

教育庁
スポー
ツ健康
課

交通安全視聴
覚教材貸出事
業

県

児童・幼児に映像によりわかりやすく理
解させるため、交通安全視聴覚教材（ビ
デオ・ＤＶＤ）を整備し、幼稚園、学校
等が実施する交通安全教室等で活用する
ことにより、交通安全意識の高揚を図る。

ビデオ等貸
出件数

219件
（H25）

220件
（H31） 270

県民生
活文化
課

交通ルール遵
守と交通マナー
向上推進事業

県

シートベルト・チャイルドシート着用定
着化対策として、道の駅交通安全キャン
ペーンやチャイルドシート指導員養成研
修会を開催するとともに、自転車ルール・
マナーの定着化のために、スタントマン
が交通事故を再現する交通安全教室を開
催する。

― ― ― 9,465 

警察本
部
交通企
画課

③子育て
にやさし
いまちづ
くりの推
進

健康あおもり推
進隊「クリーン
施設（受動喫煙
防止対策実施
施設）」・「空気ク
リーン車（受動
喫煙防止対策
実施車両」推
進事業

県

受動喫煙対策を実施している施設及びタ
クシー等の車両について登録を行い、ス
テッカーを交付して店頭表示や車両表示
を行う。

―
2,022 件
（H26.12
月末）

― 1,441 

がん・
生活習
慣病対
策課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

③子育て
にやさし
いまちづ
くりの推
進

煙からマモル環
境整備事業 県

保険適用外の若者の喫煙者に対し、禁煙
治療の助成を行い若者の禁煙を支援する
体制の構築を図る。また、事業所等の受
動喫煙及び未成年者の喫煙等実態調査に
より実態を把握する。さらに、妊婦と子
どもをタバコの煙から守る環境づくりの
一環として、あおもり子育て応援わくわ
く店事業と連携し、受動喫煙防止対策を
実施している店のマップ作成などを行う
こととする。加えて、空気クリーン施設
の拡大を図るよう取組を推進する。

― ― ― 11,787 

がん・
生活習
慣病対
策課

あおもり子育て
応援わくわく店
及びわくわく商
店街事業
（再掲３（３）②）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲）【指定管理業務】

こども
みらい
課

④ 犯 罪・
犯罪被害
から子ど
もを守る
活動の推
進

戦略的犯罪抑
止対策の推進 県

地域の犯罪情勢を分析検討し、対策が必
要な犯罪を重点犯罪として指定の上、効
果的な犯罪抑止対策を推進し、県民の安
全確保を図る。

― ― ― ―

警察本
部
生活安
全企画
課

防犯ボランティ
アによるパトロー
ル活動の支援

県

防犯ボランティアによる自主的なパト
ロール活動に対し、地域安全情報の提供
を含め、適切な指導・助言を行い、防犯
ボランティア等による子どもを犯罪から
守る活動の強化を支援する。

― ― ― ―

警察本
部
生活安
全企画
課

地域住民の自主
的防犯行動の
促進に向けた犯
罪等に関する情
報提供の促進

県

犯罪を効果的に抑止していくためには、
地域住民個々の自主的防犯行動が不可欠
であり、この促進を図るために、犯罪の
発生状況、具体的な防犯対策等に関する
情報を提供する。

― ― ― ―

警察本
部
生活安
全企画
課

子どもを犯罪・
事故等の被害
から守るため、
前兆事案に対
する検挙・警告・
指導の推進

県

子どもを対象とした性犯罪や誘拐を未然
に防止するため、この前兆事案と捉えら
れる「声かけ事案」や「つきまとい事案」
に対して、行為者を特定して検挙・警告・
指導を推進する。

― ― ― ―

警察本
部
生活安
全企画
課

各警察署にお
ける保育園、小
学校を対象と
した子どもが犯
罪被害に遭わ
ないようにする
ための防犯講
習、訓練の実
施

県
教職員、保護者等に対する防犯講習会を
実施し、学校、保育園における安全の確
保を推進する。

― ― ― 62

警察本
部
生活安
全企画
課

子ども・女性
110番の家支
援活動

県

子ども達が被害に遭い、又は遭うおそれ
がある場合における一時的な保護と警察
署等への通報を行う「子ども・女性 110
番の家」に対して、情報の提供、助言等
必要な措置を行い、その運用を適正にす
る。教職員、保護者等に対する防犯講習
会を実施し、学校、保育園における安全
の確保を推進する。

― ― ― 62

警察本
部
生活安
全企画
課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

⑤ 安 全・
安心なま
ちづくりの
推進

安全･安心な地
域ネットワーク
構築推進事業

県

人口減少等により町（内）会等の地縁団
体や「安全・安心」を支えてきた機能団
体の活動基盤が脆弱化していく中で、住
民の「安全・安心」を総合的に確保して
いくため、様々な主体が連携し、地域課
題を発見・解決していくための「安全・
安心」な地域ネットワークの構築を推進
する。

安全･安心
地域ネッ
トワーク協
働活動実
施地区数

― 4地区
（H28） 3,967

県民生
活文化
課

安全・安心まち
づくりの推進 県

犯罪抑止の観点から、道路・公園等の公
共施設、住宅、金融機関、コンビニエン
スストア等の構造、設備、配置等について、
犯罪防止に配慮した環境設計を行うこと
で、犯罪被害に遭いにくいまちづくりを
推進する。

― ― ― ―

警察本
部
生活安
全企画
課

子どもと女性の
セーフティ対策
事業

県

子ども対象の声かけ事案の多発、女性対
象の性犯罪等被害が後を絶たないことか
ら、子ども・女性等を対象とした安全講
習会の開催、情報発信等広報啓発の強化
による防犯意識の向上を図ることで、子
どもや女性が安心して暮らすことができ
る社会の実現を目指す。

― ― ― 2,896

警察本
部
生活安
全企画
課

地域の絆による
犯罪抑止対策
事業

県

地域における防犯機能の強化を図るため、
大学生ボランティア等を対象とした地域
交流会及び研修会を開催するとともに、
犯罪被害の未然防止を目的とした多重的
な広報啓発を行う。

― ― ― 1,836

警察本
部
生活安
全企画
課

福祉のまちづく
りの推進 県

障害者、高齢者等を含めたすべての県民
が住み慣れた家庭や地域社会において安
全かつ快適に生活できるような社会環境
づくりのため、障壁（バリア）のない建
築物、公共的な施設の整備を推進する。

福祉のま
ちづくり条
例の特定
施設の届
出件数

2,915 件
（H25）

2,915 件
（H31） 4,076 障害福

祉課

（２）子育てを支援する生活環境づくり

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①子育て
を支援す
る良質な
住宅確保
への支援

公営住宅にお
ける優先入居 県

県営住宅の入居申込者のうち、その世帯
状況から県営住宅への入居について一定
の優遇措置を講じる。

優先入居世
帯数

62世帯
（H25）

62世帯
（H31） ― 建築住

宅課

公共賃貸住宅
の募集情報等
の提供

県

多様な公共賃貸住宅の中から、入居希望
者が可能な限り居住ニーズに合致した住
宅を比較・選択することができるよう、
説明情報及び募集情報の提供や入居相談
等を可能な限り総合的、横断的に行って
いく。

― ― ― ― 建築住
宅課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①子育て
を支援す
る良質な
住宅確保
への支援

公営住宅にお
ける入居者資
格の範囲の拡
大

県

子育て世帯（小学校就学の始期に達する
までの者を含む世帯）について、入居収
入基準を緩和し、通常 15万 8千円 / 月
以下のところを 21万 4千円 / 月以下と
し、入居資格の範囲の拡大を図る。

― ― ― ― 建築住
宅課

あんしん居住
支援事業

協議
会、県

子育て世帯向けの中古住宅の流通支援等
を行う市町村を支援する。

支援市町村
数

0
（H25）

5
（H28） 3,960 建築住

宅課

（３）子どもの非行防止と健全な社会環境の形成

施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

①子ども
の非行防
止と非行
のある子
どもの指
導の充実

青森県少年サ
ポートネットワー
クの構築
（再掲５（４）②）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） ―
警察本
部
少年課

少年の規範意
識ホップ・ステ
ップ・ジャンプ
事業

県

低年齢層、特に小学生への規範意識の向
上を図るため、ＪＵＭＰ活動を通じた中
学生による小学生への指導、自ら考える
心を育む研修会の開催など、ＪＵＭＰチー
ム活動の更なる活発化により非行防止を
図る。

― ― ― 5,723
警察本
部
少年課

②子ども
を取り巻く
有害環境
対策の推
進

図書類等点検
立入調査事業 県

青少年の健全育成を阻害するおそれのあ
る図書類等の点検・指定を行い関係団体・
機関・団体に通知する。

― ― ― 1,277

青少年・
男女共
同参画
課

出会い系サイト
等に係る犯罪
被害防止対策

県

出会い系サイトを介した犯罪の被害から
少年を守ることを目的に、出会い系サイ
ト規制法及び出会い系サイト等の危険性
の広報啓発活動の推進を図る。
①被害防止教室の開催　
②関係者による研修会の開催　
③リーフレット等の配布
④教育機関・PTA等への被害防止のため
の研修の開催　
⑤プロバイダやサイト関係者への要請

― ― ― ―
警察本
部
少年課

県民生活を脅
かすサイバー犯
罪への対処事
業

県

情報セキュリティイベントの開催等によ
るサイバー犯罪被害防止に関する広報啓
発を推進するとともに、サイバー防犯ボ
ランティア等を育成・支援し、少年のネッ
ト利用における規範意識の向上を図る。

― ― ― 5,026
警察本
部
少年課
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施策の内容 事業名 実施主体 事 業 内 容 指　標 現状値 目　標
事業量

27当初
予算額
（千円）

所管課

②子ども
を取り巻く
有害環境
対策の推
進

いじめ防止対
策推進事業
（再掲５（４）②）

県 （再掲） （再掲） （再掲）（再掲） 17,551 
教育庁
学校教
育課

いじめ防止対
策学校実践研
究事業
（再掲５（４）②）

県 （再掲） （再掲）（再掲）（再掲） 6,555 
教育庁
学校教
育課

いじめ防止対
策学校支援事
業
（再掲５（４）②）

県 （再掲） （再掲）（再掲）（再掲） 759 
教育庁
学校教
育課
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